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2023年の新設法人

15万2,860社

22年比+7.9%

新設法人数
（起業数）

起業者年齢

(万社)

(歳)

[注1] 2024年4月時点の企業データベースに基づく
[注２] 創業設立時の判断は、法人＝設立年。2023年の起業年齢は24年3月時点の判明分に基づく速報値

  

 

 

 

 

   

 

 2023年（1‐12月）に全国で新設された企業は、2024年 4月時点で 15万 2860社（前年比 7.9％

増）判明し、2年ぶりに増加した。2021年の 14.4万社を上回って過去最多を記録し、新たに市場

へと参入する企業の増加が続いている。企業新設時の代表者年齢（起業年齢）は 48.4歳と上昇が

続き、過去 20年で約 3歳高くなった。起業者の高齢化には若年層や女性のほか、現役を引退した

シニア層など多様な世代へ起業への門戸が開かれていることも要因の一つとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「新設法人」調査（2023 年） 

2023 年の「新設法人」、過去最多の 15.3 万社 

起業年齢は過去最高の平均 48.4 歳、シニア層に起業拡大 

新設法人数 推移（2000年～） 

調査結果（要旨） 

1. 2023年に「新設」全国で 15.3万社・前年比約 8％増 「心理的ハードル低下」が要因 

2. 「株式会社」が最多 10.1万社 マンション建設ラッシュで「管理組合法人」新設 1.3倍 

3. 「起業」年齢は年々上昇、2023年は過去最高の 48.4歳 シニアの起業目立つ 

4. 「東京都」が最多 4.7万社 市区郡では「港区（東京都）」が全国でトップ 

 

[注１] 帝国データバンクが保有する企業データベースのほか、登記情報などを基に 2023 年に全国で新設された企業を対象に調査を行った 

[注 2] 設立時点の代表者情報や本社情報については、遡って最も古い情報を基に算出・推計した 

tel:03-5919-9343
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新設法人数
(Ａ)

2022年 2023年

社数 構成比 社数 構成比 前年比

合計 141,670 - 152,860 - +7.9%

法
人
格
別

株式会社 93,690 66.1% 101,459 66.4% +8.3%

合同会社 36,768 26.0% 40,630 26.6% +10.5%

社団法人 5,969 4.2% 6,054 4.0% +1.4%

医療法人 1,316 0.9% 1,256 0.8% △4.6%

特定非営利活動法人 1,376 1.0% 1,209 0.8% △12.1%

[注1] 2024年4月時点の企業データベースに基づく
[注２] 創業設立時の判断は、法人＝設立年に基づく

新設法人数に対する
「倒産・休廃業・解散」

倍率
（A/(B+C)）

法人格 社数 前年比 法人格 社数 前年比

前
年
か
ら
増
加

土地家屋
調査士法人

60 +42.9%

前
年
か
ら
減
少

社会福祉法人 55 △36.0%

管理組合法人 84 +29.2% 特定目的会社 150 △32.7%

農事組合法人 135 +15.4% 税理士法人 265 △23.2%

宗教法人 56 +12.0%
社会保険
労務士法人

222 △18.1%

合同会社 40,630 +10.5% 司法書士法人 109 △13.5%

[注] 前年比増減の上位は、2023年に50社以上が設立した法人格が対象
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2023 年に「新設」全国で 15.3 万社・前年比 7.9％増 起業への「心理的ハードル低下」要因 

 2023年に全国で設立された新設法人は 15万 2860社に上り、前年から 7.9％増加した。 

 法人の新設動向は、特に 2010年代後半から増加傾向が顕著となり、10年前の 2013年に比べて

年間の設立数は約 1.4 倍に増加した。新興企業や太陽光発電への投資など特定の事業活動を目的

とした企業設立が活発であることも、新設法人数が増加した要因となった。また、2023年 10月か

らスタートしたインボイス（適格請求書）制度に対応するため、法人格を取得した小規模事業者

も一定数あったとみられる。加えて、個人の趣味や特技を生かした起業への心理的なハードルが

低下していること、「スタートアップ創出促進保証」など経営者保証を必要としない国・自治体に

よる創業支援制度の取り組みが、起業の増加をより後押ししたと考えられる。 

 なお、同年の休廃業・解散件数（5万 9105社・前年比 10.6％増）、企業倒産件数（8497社・同

33.3％増）と比べると、いずれも新設法人の増加率を大幅に上回ったが、新設法人数は企業倒産・

休廃業・解散の総数に比べ 2.26倍高い水準だった。 

 

「株式会社」が最多 10.1 万社 マンション建設ラッシュで「管理組合法人」新設 1.3 倍 

 法人格別にみると、最も多いのは「株式会社」で 10万 1459社となり、全体の 66.4％を占めた。

株式会社が 10 万社を超えたのは 2000 年以降で始めて。低コストでの設立が可能で、利益配分面

などで経営の自由度が高い「合同会社」は 4万 630社で、株式会社と合同会社で 23年全体の 9割

を超えた。 

 法人格別に増加率をみると、「土地家屋調査士法人」が最も高く、42.9％増（42 社→60 社）と

なった。2020 年に法人化への要件緩和が行われたことも要因とみられる。マンション建設ラッシ

ュなどを背景に、共用部分の維持管理といった機能を担う「管理組合法人」も 29.2％増（65社→

84社）と増加が目立った。一方、老人福祉などの業態も多い「社会福祉法人」（86社→55社、36.0％

減）は、職員不足や介護報酬が小幅なプラス改定にとどまるなど経営環境の悪化を背景に 3 割以

上も落ち込み、新規参入しづらい環境が影響したとみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

  

新設法人数・休廃業解散件数・倒産件数 
推移 

法人格別 新設法人数 推移 
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[注1] 2023年の新設法人は2024年4月時点の企業データベースに基づく速報値
[注２] 企業当時の代表者における生年月日情報を基に帝国データバンクが推計
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[注1] 2024年4月時点の企業データベースに基づく
[注２] 企業当時の代表者における生年月日情報を基に帝国データバンクが推計

(速報値※1)

2023 年の「起業年齢」 過去最高の 48.4 歳 シニアの起業目立つ 

 起業時点での代表者年齢が判明した新設法人の起業年齢をみると、2023 年に新設された法人の

代表者の平均年齢は 48.4 歳（速報値）となった。前年の 48.2 歳から 0.2 歳、過去 5 年で 1 歳以

上も上昇するなど、起業年齢の高齢化が進んでいる。 

 年代別にみると、最も多いのは「40代」で、全体の 31.9％を占めた。ただし、40代が占める割

合は 2019年をピークに低下傾向で推移している。コロナ禍前は 4社に 1社を占めた「30代」も、

23年は 2割未満の水準にとどまった。一方で、近年はシニア層の起業割合が高まっており、23年

には「50代」が 25.3％、「60代」が 12.2％となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「東京都」が最多 4.7万社 市区郡でトップは「港区（東京都）」、上位 8区を東京都で占める 

 都道府県別（本社所在地、設立当時）にみると、設立数で最多は「東京都」で 4万 6598社だっ

た。次いで「大阪府」（1 万 5723 社）、「神奈川県」（1 万 228 社）と、社数上位の都道府県はいず

れも大都市部が中心だった。前年からの増加率で最も高いのは「沖縄県」の 13.9％増（2132社→

2428社）だった。インバウンドが回復した観光産業や IT関連産業を中心に起業が活発だったとみ

られる。沖縄県に次いで増加率の高い「秋田県」「岩手県」（各 13.7％増）は、ともに前年から減

少した 22年の反動増といった要因も想定されるものの、両県ともに近年は創業支援に注力する動

きも見られ、これまで乏しかった起業機運に変化が生じている可能性がある。 

 

 市区郡別（本社所在地、設立当時）にみると、設立数で最多は「港区」で 6856社だった。次い

で多い「渋谷区」（5288 社）、「中央区」（4377 社）と合わせ、上位 5 区はいずれも東京都だった。

東京都以外の市区郡で 10位以内となったのは、7位の「大阪市中央区」（1847社）、8位の「大阪

市北区」（1705社）の 2区のみだった。  

新設法人の経営者平均年齢 

（起業年齢） 

新設法人 経営者年代別割合 
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株式会社帝国データバンク 情報統括部長 藤井
ふ じ い

 俊
さとし

 

【問い合わせ先】 飯島
いいじま

 大介
だいすけ

  03-5919-9343（直通）daisuke.iijima@mail.tdb.co.jp 

情報統括部：tdb_jyoho@mail.tdb.co.jp 
当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。著作権法の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複製および

転載を固く禁じます。 

 

社数 前年比

1 東京都 46,598 +10.6%

2 大阪府 15,723 +12.4%

3 神奈川県 10,228 +12.7%

4 愛知県 7,613 +4.7%

5 埼玉県 7,258 +12.7%

…

43 佐賀県 485 △8.0%

44 秋田県 465 +13.7%

45 高知県 404 △3.3%

46 島根県 345 △9.7%

47 鳥取県 320 △4.2%

都道府県別 新設法人数

社数 前年比

1 港区（東京） 6,856 +7.9%

2 渋谷区（東京） 5,288 +10.0%

3 中央区（東京） 4,337 +17.8%

4 新宿区（東京） 3,795 +15.3%

5 千代田区（東京） 3,606 +11.0%

６ 世田谷区（東京） 2,122 +2.2%

7 大阪市中央区（大阪） 1,847 +2.1%

8 大阪市北区（大阪） 1,705 +18.7%

9 豊島区（東京） 1,440 +8.5%

10 品川区（東京） 1,331 ±0.0%

市区郡別 新設法人数

１０％超減少

5％超減少

5％超増加

10％超増加

都道府県別 新設法人数
（本社所在地別）

沖縄県+13.9%

秋田県+13.7%

岩手県+13.7%

北海道

福井県 △11.3%

宮城

茨城

千葉

東京

神奈川

埼玉

群馬
石川

富山
長野

三重

奈良
和歌山

大阪

京都

兵庫

島根

香川
徳島大分

宮崎

佐賀

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「副業の発展形」パート起業家が増加 起業マインドの変化、新設法人に与える影響注視 

 近年は政府による「スタートアップ育成 5カ年計画」をはじめ、ベンチャーキャピタルや企業、

行政など官民一体で起業支援が行われている。こうしたなかで、2023年は前年を大きく上回る 15

万社が設立されるなど、新設法人数は高い水準で推移した。30 年ぶりとなる高水準の賃上げや国

内への投資など、長期にわたるデフレ経済からの脱却が見据えられ、新陳代謝をさらに活発化さ

せる一つの要因となる「新設法人」の動向が注目される。 

 また、近年は大手企業を中心に副業・兼業の解禁などが追い風となり、隙間時間に起業する「パ

ートタイム起業家」が増えている。日本政策金融公庫が 2023年 11月に実施した調査※では、パー

トタイム起業家のうち、現在の職業が「勤務者（正社員）」と回答した割合が約 4割を占めた。新

しいビジネスを展開する「起業」は、給与収入などを得ながらライフスタイルに合わせて事業活

動を行う「副業の発展形」といった性格を併せ持つようになっている。こうした起業に対する心

理的ハードルの低下は、長期的に「起業を身近なものにする」という点で良い影響を及ぼしてい

くだろう。 

 

 

 

 

※ 「2023 年度起業と起業意識に関する調査」（日本政策金融公庫 総合研究所、2024年 1 月 18 日） 

 

 

 

 

都道府県別・市区郡別 上位 

 


